（３） 公共下水道の整備
大阪府内の市町村における下水道事業は、大阪市が明治27年頃に計画的な下水道　事業に着手したのが最初であり、その他の都市においては、いずれも戦後着手したものである。
まず、昭和24年に東大阪市が下水道事業に着手、その後、豊中市・岸和田市・　　堺市・守口市・池田市等が相次いで公共下水道事業に着手している。
さらに、昭和40年度には大阪府が広域下水道事業に着手し、昭和45年からは下水道法の改正に伴い、流域下水道事業と改称され、都道府県事業となり、これに伴い、府と市町村が協調しつつ下水道事業を実施することとなった。
以来、数次にわたる五箇年計画に基づき事業費は飛躍的に増大するところとなり、　平成５年度には、流域関連公共下水道・単独公共下水道及び、都市下水路等を含め、　下水道事業を実施する市町村は、全市町村（33市9町1村）に達した。
また、平成13年度末に全市町村（33市9町1村）供用開始を達成した。
なお、市町村が実施する下水道事業全般の指導・監督を適切に行い、下水道整備の　促進と普及率の向上に努めている。
（４） 下水道の維持管理
大阪府の流域下水道は、昭和47年7月に猪名川、安威川、寝屋川北部及び南部の各流域で供用開始されたのを皮切りに、現在、7流域下水道12処理区において14の水みらいセンター、32のポンプ場、561kmの幹線管渠を供用している。
流域下水道の維持操作事務は、流域関連都市で構成する一部事務組合（猪名川流域のみ豊中市）で行っていたが、平成20年3月末をもって一部事務組合は解散し、平成20年度からは大阪府で流域下水道業務を一元管理している。
また、平成16年3月31日に日本下水道事業団よりの下水汚泥広域処理事業（エースプラン）が府に移管され、流域下水汚泥処理事業として汚泥処理を実施している。現在、鴻池水みらいセンターの汚泥処理施設、大阪南下水汚泥広域処理場及びその送泥施設の維持管理・運営にかかる事務を行っている。
全体的に施設の老朽化が進んでいるため、稼働機器や流入水質の確認をよりきめ細やかにすることで運転管理の安全性や信頼性を高めることや点検の重点化を図るとともに異常の早期発見や致命的な事象を見逃さない等、日常的維持管理を充実させることで施設の予防保全の強化に努めている。また、維持管理費総額の約20％を占める電力費について、その削減を大きなテーマの一つと捉え、運転管理において様々な取組みを行っている。あわせて、処理場の将来用地を有効利用したメガソーラー事業を展開し、非常時の電源確保を図るとともに、発電事業による収益を維持管理費に充当し経費節減も図っている。
予　算　執　行
当該年度予算の執行にあたり、地方公営企業法、大阪府企業財務規則及び関係法令を遵守し、効率的な執行を図るとともに、行政効果の向上に留意し、下記のとおり予算の適正執行に努めた。
(ｱ) 歳　      入　
当該年度の歳入額は、995憶7,622万1,941円 ※であり、その内容は次のとおりである。
　※非現金（長期前受金戻入304憶8,783万4,704円）を含む。
    収入予定額（消費税及び地方消費税還付金12,077,221円）を含む。
　なお、大阪府流域下水道事業会計における、地方公営企業法の一部適用にともなう特例的
収入は33億2,043万1,057円である。

流域下水道事業収益
	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	営　　業　　収　　益
	負担金
	円
20,563,147,456
（本課収入）
	％
32.81
	流域下水道事業負担金

	
	受託事業収益
	1,506,777,300 
本課収入
182,439,073 
流域下水道事務所収入
1,324,338,227 
	2.40 
	下水道事業受託金

	営　　業　　外　　収　　益
	国庫補助金
	36,552,000
（本課収入）
	0.06  
	市町村指導監督事務に係る交付金

	
	他会計補助金
	9,352,633,000
（本課収入）
	14.92
	一般会計からの繰入金


	
	長期前受
金戻入
	30,487,834,704
	48.64
	減価償却に伴う収益化（非現金）

	
	負担金
	7,206,326 
（本課収入）
	0.01　
	災害復旧事業に係る負担金

	
	雑収益
	44,720,548 
本課収入　　　　　　　　496,143
流域下水道事務所収入
　　44,224,405
	0.07　　　　
	金属くず売却に係る収入等

	
	売電事業収入
	  605,409,427 
(流域下水道事務所収入) 
	0.97
	太陽光発電売電事業収入

	
	施設使用
料収益
	  56,805,130 
(流域下水道事務所収入) 
	0.09
	行政財産使用料

	
	消費税及び　地方消費税　還付金
	12,077,221 
（本課収入）
	0.02
	収入予定額

	企業債
	4,000,000 
（本課収入）
	0.01
	災害復旧事業に係る企業債

	合　　計
	62,677,163,112
　本課収入
 60,646,385,923
流域下水道事務所収入
2,030,777,189
	100.00
	非現金収益は本課執行に含む。


流域下水道事業資本的収入
	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	企業債
	円
14,005,000,000
（本課収入）
	％
37.95
	下水道事業建設費財源等、資金調達
のための地方債発行

	固定資産
売却代金
	732,918,934 
(流域下水道事務所収入)
	1.99
	今池水みらいセンターの用地売却に伴う収入

	国庫補助金
	7,511,192,000
　　（本課収入）　
	20.36
	流域下水道事業国庫補助金

	負担金
	3,195,439,614
（本課収入）
	8.66
	流域下水道事業負担金

	出資金
	5,644,620,000
（本課収入）
	15.30
	一般会計からの繰入金

	受託金
	586,965,281 
(流域下水道事務所収入)
	1.59
	流域下水道事業受託金

	基金繰入金
	5,222,923,000
（本課収入）
	14.15
	流域下水道事業減債基金の取崩し

	合　　計
	36,899,058,829
　本課収入
 35,579,174,614
流域下水道事務所収入
1,319,884,215
	100.00
	


特例的収入
	科　　目
	収　入　済　額
	収入比率
	備　　　　　考

	特例的収入
	3,320,431,057
	100.00
	地方公営企業法施行令第4条第4項の規定にもとづく


 (ｲ) 歳　　　　出
当該年度の歳出額は､一般会計149億9,725万3,000円､企業会計1,102憶1,529万4,767円 ※であり、その内容は次のとおりである。
※非現金（計409憶6,105万8,196円）を含む。
なお、大阪府流域下水道事業会計における、地方公営企業法の一部適用にともなう特例的支出は154億1,760万4,345円である。
一般会計
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	下水道費
	円
14,997,253,000
（本課執行）
	％
100.00 
　　　 
　　　 
	他会計繰出金

	合　　　計
	14,997,253,000
 　（本課執行）
	100.00
	


企業会計
流域下水道事業費用
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	営　　　　業　　　　費　　　　用
	
	円
	％
	

	
	管渠・ポンプ場・処理場費
	24,550,875,485 
本課執行
2,587,529,930 
流域下水道事務所執行
 21,963,345,555
 
	35.79
	うち非現金
144,347,038円
（各種引当金への繰入）

	
	総係費
	848,817,849 
本課執行
819,090,911 
流域下水道事務所執行
 29,726,938
	1.24
	うち非現金
89,597,461円
（各種引当金への繰入）

	
	減価償却費
	37,683,354,383 
	54.93
	非現金

	
	資産減耗費
	266,790,908 
	0.39
	非現金

	
	災害復旧費
	43,003,440 
（流域下水道事務所執行）
	0.06
	

	営　業　外　費　用
	支払利息及び　企業債取扱諸費
	1,936,963,405 
（本課執行）
	2.82
	

	
	売電事業費用
	4,663,468 
本課執行
   15,400 
流域下水道事務所執行
4,648,068 
	0.01
	

	
	雑支出
	32,721,869 
	0.05
	非現金
（控除対象外消費税に係る決算整理に伴うもの）

	特別損失
	固定資産売却損
	357,642,631 
	0.52   
	非現金

	
	その他特別損失
	2,872,716,000 
	4.19   
	うち非現金
2,386,603,906円
（各種引当金への繰入）


	合　　　計
	68,597,549,438 
本課執行
  46,556,825,437 
流域下水道事務所執行
22,040,724,001 
	100.00  
	非現金費用は本課執行に含む。


流域下水道事業資本的支出
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	建
設改良費
	
	円
	％
	

	
	建設事務費
	656,144,501 
本課執行
   602,776,290 
流域下水道事務所執行
53,368,211 
	1.58  
	

	
	流域下水道　　建設事業費
	13,587,153,406 
本課執行
   5,448,000 
流域下水道事務所執行
13,581,705,406 
	32.65  
	平成29年度から平成30年度への繰越事業費を含む。

	
	固定資産購入費
	50,856,169 
（流域下水道事務所執行）
	0.12  
	

	
	リース資産　　購入費
	337,073,313 
（流域下水道事務所執行）
	0.81  
	

	企業債償還金
	20,723,100,902 
	49.79  
	

	建設負担金返還金
	87,989,426 
	0.21  
	

	国庫返納金
	86,801,612 
	0.21  
	

	基金組入金
	6,088,626,000 
	14.63  
	流域下水道事業減債基金への積立て

	合　　　計
	41,617,745,329 
本課執行
  27,594,742,230 
流域下水道事務所執行
14,023,003,099 
	100.00  
	


特例的支出
	科　　目
	執　行　済　額
	執行比率
	備　　　　　考

	特例的支出
	　　　　　　　　円15,417,604,345
	　 ％
100.00
	地方公営企業法施行令  第 4条第4項の規定にもとづく


 (１)　経営グループ
室の人事管理、予算執行、一般庶務又は府施行事業及び補助事業における事業推進上の連絡調整並びに流域協議会等の運営、財務運営上の指導監督など所管事項の適正な執行　運営を図った。
ア．人事管理
服務規律の厳正を期し、全体の奉仕者として誠実、かつ公正に職務の遂行を期するとともに、職場の明朗化と本府土木行政機関としての事務処理能率の向上に努めた。
イ．職員の衛生管理
常に職場環境の整備改善を図り、職員の健康保持と疾病予防に努めた。
　　　
ウ．流域協議会等の運営
流域下水道の一元化に伴い、流域下水道の建設及び維持管理の円滑な運営に資する　ため、流域毎に設置した『流域下水道協議会』の運営を通じて、大阪府と流域関連　　市町村との緊密な協議・調整に努めた。
○ 安威川、淀川右岸流域下水道協議会
○ 淀川左岸流域下水道協議会
○ 寝屋川北部流域下水道協議会
○ 寝屋川南部流域下水道協議会
○ 大和川下流流域下水道協議会
○ 南大阪湾岸流域下水道協議会
○ 寝屋川北部流域下水汚泥処理事業運営協議会
○ 南大阪湾岸流域下水汚泥処理事業運営協議会
○ 猪名川流域下水道制度検討会
エ．事務執行概要
①　歳　　　入　（企業会計）
流域下水道事業収益
	科　　目
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	営　　業　　収　　益
	負担金
	維持管理に係る負担金について関係市町村から徴収した。
	円
20,563,147,456
（本課収入）
	下水道法
第31条の２
議決による

	
	受託事業
収益
	維持管理に係る受託金について関係市町村から徴収した。
	1,506,777,300 
本課収入
182,439,073 
流域下水道事務所収入
1,324,338,227 
	下水道法
第31条の２
議決による

	営　　業　　外　　収　　益
	国庫補助金
	国土交通省都市・地域整備局所管に係る下水道事業に対して国庫補助金を収入した。
	36,552,000
（本課収入）
	下水道法
補助金等
適正化法

	
	他会計補助金
	一般会計繰入金を収入した。
	9,352,633,000
（本課収入）
	


	
	長期前受
金戻入
	　減価償却に伴う収益（非現金）。
	30,487,834,704
	

	
	負担金
	災害復旧に係る受託金について関係市町村から徴収した。
	7,206,326 
（本課収入）
	

	
	雑収益
	　下水道施設で発生した金属くずの売却等により収入した。
	44,720,548 
本課収入　　　　　　　　496,143
流域下水道事務所収入
　　44,224,405
	

	
	売電事業収入
	　太陽光発電事業により収入した。
	  605,409,427 
(流域下水道事務所収入) 
	

	
	施設使用
料収益
	　行政財産の使用許可に伴い、使用料として収入した。
	  56,805,130 
(流域下水道事務所収入) 
	


	科　　目
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	
	消費税及び地方  消費税還付金
	　消費税申告に伴う還付予定額。
	12,077,221 
（本課収入）
	

	企業債
	　災害復旧事業に係る企業債として収入した。
	4,000,000 
（本課収入）
	


流域下水道事業資本的収入
	科　　目
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	企業債
	下水道事業建設費の財源等、資金調達のための企業債を発行した。

	円
14,005,000,000
（本課収入）
	

	固定資産
売却代金
	　今池水みらいセンターの用地売却に伴い、収入した。
	732,918,934 
(流域下水道事務所収入)
	

	国庫補助金
	国土交通省都市・地域整備局所管に係る下水道事業に対して国庫補助金を収入した。
	7,511,192,000
　　（本課収入）　
	下水道法
補助金等
適正化法

	負担金
	流域下水道により利益を受ける関係市町村（33市8町１村）から負担金を徴収した。
	3,195,439,614
（本課収入）
	下水道法
第31条の２
議決による

	出資金
	一般会計繰入金を収入した。
	5,644,620,000
（本課収入）
	

	受託金
	流域下水道により利益を受ける関係市町村等から受託金を徴収した。
	586,965,281 
(流域下水道事務所収入)
	下水道法
第31条の２
議決による

	基金繰入金
	流域下水道事業減債基金積立金の取崩しにより収入した。
	5,222,923,000
（本課収入）
	


特例的収入
	科　　目
	収　入　状　況
	収　入　済　額
	根拠法令

	特例的収入
	地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当該事業年度に属する債権として整理する未収金について収入した。
	円
3,320,431,057

	地方公営　企業法施行令第4条第4項


②　歳　　　出（一般会計）
	事　業　名
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	大阪府流域　　
下水道事業
会計繰出金
	流域下水道事業会計に繰出金を執行した。
	円
14,997,253,000 
（本課執行）
	


③　歳　　　出（企業会計）
流域下水道事業費用
	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	営　　　　業　　　　費　　　　用
	
	円
	

	
	管渠・ポンプ場・処理場費
	(4)維持管理グループ事務執行概要参照
	

	
	総係費
	下水道事業を円滑に行うための事務費・職員費を執行した。
	848,817,849 
本課執行
819,090,911 
流域下水道事務所執行
 29,726,938
	

	
	減価償却費
	　固定資産・リース資産の減価償却費（非現金）
	37,683,354,383 
	

	
	資産減耗費
	　固定資産の除却に伴い発生する費用（非現金）
	266,790,908 
	

	
	災害復旧費
	　大阪北部地震・台風21号で損害を受けた下水道施設修繕のため、執行した。
	43,003,440 
（流域下水道事務所執行）
	

	営　業　外　費　用
	支払利息及び　企業債取扱諸費
	　企業債の支払利息及び発行に伴う手数料支払のため、執行した。
	1,936,963,405 
（本課執行）
	

	
	売電事業費用
	(4)維持管理グループ事務執行概要参照
	

	
	雑支出
	控除対象外消費税に係る決算整理に伴う費用（非現金）。
	32,721,869
	消費税法

	特別損失
	固定資産売却損
	　今池水みらいセンターの用地売却に伴う費用（非現金）。
	357,642,631 
	

	
	その他特別損失
	　各種引当金の繰入に伴う費用（非現金）。
	2,872,716,000 
	


流域下水道事業資本的支出
	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	建
設改良費
	
	
	円
	

	
	建設事務費
	下水道事業を円滑に行うための事務費・職員費を執行した。
	656,144,501 
本課執行
   602,776,290 
流域下水道事務所執行
53,368,211 
	

	
	流域下水道　　建設事業費
	(3)建設グループおよび(4)維持管理グループ事務執行概要参照　
	

	
	固定資産購入費
	
	

	
	リース資産　　購入費
	(4)維持管理グループ事務執行概要参照
	

	企業債償還金
	下水道事業に係る企業債償還のため、執行した。
	20,723,100,902 
	

	建設負担金返還金
	　今池水みらいセンターの用地売却に伴う返還金等。
	87,989,426 
	

	国庫返納金
	　今池水みらいセンターの用地売却に伴う返還金等。
	86,801,612 
	

	基金組入金
	流域下水道事業減債基金への積立てを行った。
	6,088,626,000 
	


特例的支出
	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	特例的支出
	地方公営企業法施行令第4条第4項の規定により当該事業年度に属する債務として整理する未払金について支出した。
	円
15,417,604,345

	地方公営　企業法施行令第4条第4項


(2)　計画グループ
流域下水道の計画調査及び下水道研究調査に関する業務を行うとともに、都市計画法、下水道法に基づき、都市計画事業認可（5件）、下水道法事業計画の変更（3件）の手続きを行い、また、市町村の公共下水道の下水道法事業計画変更に関する協議（44件）並びに　都市計画決定、同事業認可等の指導監督を行った。
※流域下水道都市計画決定については該当なし。
ア．都市計画法及び下水道法に係る法手続き一覧
	平成３０年度都市計画事業認可(流域下水道)

	番号
	流域名
	認可年月日
	告示番号
	内容
	摘要

	1
	南大阪湾岸南部流域下水道
	H31.3.13
	近畿地方整備局告示第30号
	変更
	事業期間延伸

	2
	南大阪湾岸中部流域下水道
	H31.3.13
	近畿地方整備局告示第31号
	変更
	事業期間延伸

	3
	南大阪湾岸中部流域下水道
	H31.3.13
	近畿地方整備局告示第32号
	変更
	事業期間延伸

	4
	猪名川流域下水道
	H31.3.13
	近畿地方整備局告示第33号
	変更
	事業期間延伸

	5
	安威川流域下水道
	H31.3.13
	近畿地方整備局告示第34号
	変更
	事業期間延伸


	平成３０年度下水道法事業計画の変更(流域下水道)

	番号
	流域名
	届出年月日
	届出番号
	内容
	摘要

	1
	南大阪湾岸流域下水道
	H30.10.31
	下第2801号
	変更
	事業計画区域の変更、処理分区界の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な施設の変更

	2
	安威川流域下水道
	H30.11.6
	下第2842号
	変更
	事業計画区域の変更、処理分区界の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な施設の変更

	3
	猪名川流域下水道
	H30.11.15
	下第2841号
	変更
	事業計画区域の変更、処理分区界の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な施設の変更


	平成３０年度下水道法事業計画変更に関する協議(公共下水道)

	番号
	都市名
	通知年月日
	通知番号
	内容
	摘要

	1
	岬町
（南大阪湾岸南部流域）
	H30.5.15
	下第1896号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	2
	泉南市
（南大阪湾岸南部流域）
	H30.7.17
	下第2244号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、下水道法改正に伴う様式変更、主要な管渠の変更

	3
	茨木市
（安威川、淀川右岸流域）
	H30.7.27
	下第2297号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	4
	東大阪市
（寝屋川南部流域）
	H30.8.21
	下第2390号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な管渠の変更

	5
	高槻市
（安威川、淀川右岸流域）
	H30.8.22
	下第2405号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	6
	阪南市
（南大阪湾岸南部流域）
	H30.9.14
	下第2531号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、処理区分界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	7
	豊中市
（単独公共）
	H30.9.21
	下第2592号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な施設の変更

	8
	高石市
（南大阪湾岸北部流域）
	H30.9.26
	下第2600号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、処理区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	9
	忠岡町
（南大阪湾岸北部流域）
	H30.9.26
	下第2612号
	変更
	下水道法改正に伴う様式変更

	10
	堺市
（大和川下流西部流域）
	H30.10.23
	下第2738号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更

	11
	堺市
（南大阪湾岸北部流域）
	H30.10.23
	下第2739号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	12
	四條畷市
（寝屋川北部流域）
	H30.11.1
	下第2771号
	変更
	処理分区界の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	13
	四條畷市
（単独公共）
	H30.11.1
	下第2773号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な管渠の変更

	14
	和泉市
（泉北処理区）
	H30.10.30
	下第2778号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	15
	和泉市
（南大阪湾岸北部流域）
	H30.10.30
	下第2780号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	16
	富田林市
（大和川下流東部・南部流域）
	H30.11.1
	下第2789号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	17
	豊中市
（猪名川、安威川流域）
	H30.11.6
	下第2793号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	18
	大阪市
（寝屋川北部、南部、
大和川下流西部流域）
	H30.11.1
	下第2802号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	19
	交野市
（寝屋川北部流域）
	H30.11.8
	下第2803号
	変更
	事業計画区域の変更、処理分区界の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、主要な管渠の変更

	20
	門真市
（寝屋川北部流域）
	H30.11.1
	下第2813号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	21
	摂津市
（安威川流域）
	H30.11.6
	下第2818号
	変更
	事業期間延伸、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	22
	藤井寺市
（大和川下流西部流域）
	H30.11.7
	下第2819号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	23
	柏原市
（寝屋川南部流域）
	H30.11.8
	下第2820号
	変更
	処理分区の変更、事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	24
	藤井寺市
（大和川下流東部流域）
	H30.11.7
	下第2823号
	変更
	事業期間延伸、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	25
	守口市
（寝屋川北部流域）
	H30.11.8
	下第2821号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	26
	守口市
（単独公共）
	H30.11.8
	下第2822号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	27
	箕面市
（猪名川流域）
	H30.11.6
	下第2826号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	28
	箕面市
（安威川流域）
	H30.11.6
	下第2827号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	29
	箕面市
（単独公共関連）
	H30.11.6
	下第2828号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	30
	島本町
（淀川右岸流域）
	H30.11.6
	下第2831号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	31
	交野市
（淀川左岸流域）
	H30.12.28
	下第2838号
	変更
	事業計画区域の変更、処理分区界の変更、事業期間延伸、主要な管渠の変更

	32
	松原市
（大和川下流西部流域）
	H30.11.7
	下第2846号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	33
	泉大津市
（南大阪湾岸北部流域）
	H30.11.12
	下第2859号
	変更
	下水道法改正に伴う様式変更

	34
	池田市
（単独公共）
	H30.11.12
	下第2864号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更、貯留施設の追加

	35
	池田市
（猪名川流域）
	H30.11.12
	下第2865号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、処理分区界の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	36
	岸和田市
（南大阪湾岸北部流域）
	H30.11.12
	下第2870号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更、下水道法改正に伴う様式変更

	37
	岸和田市
（南大阪湾岸中部流域）
	H30.11.12
	下第2871号
	変更
	下水道法改正に伴う様式変更

	38
	岸和田市
（磯ノ上処理区）
	H30.11.12
	下第2872号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	39
	岸和田市
（牛滝処理区特定環境保全）
	H30.11.12
	下第2873号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	40
	泉佐野市
（南大阪湾岸中部流域）
	H31.1.10
	下第3102号
	変更
	主要な管渠の変更

	41
	大阪狭山市
（大和川下流南部流域）
	H31.1.11
	下第3145号
	変更
	事業期間延伸、下水道法改正に伴う様式変更

	42
	柏原市
（大和川下流東部流域）
	H31.2.4
	下第3246号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更

	43
	泉大津市
（南大阪湾岸北部流域）
	H31.2.28
	下第3402号
	変更
	主要な管渠の変更

	44
	河南町
（大和川下流東部流域）
	H31.3.27
	下第3581号
	変更
	事業期間延伸、事業計画区域の変更


(3)　建設グループ
　　流域下水道事業予算の総括および猪名川、安威川、淀川右岸、淀川左岸、寝屋川北部、
寝屋川南部、大和川下流西部、大和川下流東部、大和川下流南部、南大阪湾岸北部、　　南大阪湾岸中部、南大阪湾岸南部流域下水道事業の執行計画、交付金申請等に関する　　一般事務を執行した。
ア. 事務執行概要
1 　歳　　　出　（企業会計）
	科目
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	流域下水道
建設事業費
	水質汚濁防止、生活環境の改善、浸水防除等を目的として、市町村の行政区域にとらわれず広域的な下水道の根幹的施設を建設整備するものである。

	円
13,587,153,406 
5,448,000 
（本課執行）
 13,581,705,406
（流域下水道事務所執行）　
	都市計画法
下水道法

	内

	1. 
猪名川
流域下水道
	事業内容
処 理 場　　　　      1ヵ所

	837,954,302
（流域下水道事務所執行）
	

	
	2. 
安威川
流域下水道
	事業内容
ポンプ場　　　　　　　4ヵ所
処 理 場　　　　      1ヵ所

	890,783,897

（流域下水道事務所執行）
	

	
	3. 
淀川右岸
流域下水道

	事業内容
ポンプ場　　　　　　　２ヵ所
処 理 場　　　　　　　１ヵ所
　　 管   渠　　　　　Ｌ＝７２ｍ
	1,427,437,732
（流域下水道事務所執行）　
	

	
	4. 
淀川左岸
流域下水道
	事業内容
     処 理 場　　         １ヵ所

	998,677,200
（流域下水道事務所執行）
	

	
	5. 
寝屋川北部流域下水道

	事業内容
ポンプ場　　　　　　　２ヵ所
処 理 場　　　　　　　２ヵ所

	1,956,104,076

（流域下水道事務所執行）
	

	科目
	執行状況　
	執行済額
	根拠法令

	
	6. 
寝屋川南部
流域下水道
	事業内容
ポンプ場　　　　　　　４ヵ所
処 理 場　　　　　　　１ヵ所
	3,607,522,500
（流域下水道事務所執行）
	

	
	7. 
大和川下流
西部流域
下水道
	事業内容
処 理 場　　　　　　　１ヵ所

	177,236,640

（流域下水道事務所執行）

	

	
	8. 
大和川下流
東部流域
下水道
	事業内容
処 理 場　　　　　　　１ヵ所
ポンプ場　　　　　　　１ヵ所

	155,904,140

（流域下水道事務所執行）

	

	
	9.
大和川下流
南部流域
下水道
	事業内容
処 理 場　　　　　　　１ヵ所
ポンプ場　　　　　　　２ヵ所

	329,635,440
（流域下水道事務所執行）

	

	
	10．
南大阪湾岸
北部流域
下水道
	事業内容
処 理 場　　　　　　　１ヵ所
ポンプ場　　　　　　　１ヵ所

	1,950,339,760

（流域下水道事務所執行）

	

	
	11．
南大阪湾岸
中部流域
下水道
	事業内容
処 理 場　　　　　　　１ヵ所

	302,872,760

（流域下水道事務所執行）

	

	
	12．
南大阪湾岸
南部流域
下水道
	事業内容
処 理 場　　　　　　　１ヵ所
ポンプ場              ２ヵ所

	404,813,640
（流域下水道事務所執行）

	

	
	13．
流域下水道
単独事業

	流域下水道事業のうち国庫補助　対象とならないものや受託事業に　ついて、次の事項を実施した。
· 大阪湾広域廃棄物埋設処分場整備事業負担金を含む

	528,895,935

5,448,000
　（本課執行）
502,535,895
（流域下水道事務所執行）
20,912,040

（受託）
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単 独 施 行 施 設 0
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公 共 関 連 単 独 2,505,600

単 独 施 行 施 設 18,109,228

単独施行施設（改築更新） 64,940,000

公 共 関 連 単 独 10,322,112
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単 独 施 行 施 設 1,479,240
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計 528,895,935

南大阪湾岸北部

大和川下流西部

寝 屋 川 南 部

寝 屋 川 北 部

淀 川 左 岸

全 流 域

南大阪湾岸南部

南大阪湾岸中部

大和川下流東部

事 業 費 流 域 名 事 業 名

淀 川 右 岸

安 威 川

猪 名 川




	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	固定資産購入費　　
	
	　　円
50,856,169
（流域下水道事務所執行）
	

	内
	大和川下流
西部流域
下水道
	下水道事業に係る用地取得等のため、執行した。
	　　25,720,411
（流域下水道事務所執行）
	


（4） 維持管理グループ
　　流域下水道維持操作事務府費補助金の交付、流域下水道の供用開始、流域下水道施設、流域下水汚泥処理施設の維持管理・運営にかかる事務を執行した。
1. 事業執行概要
1 　歳　　　出　（企業会計）
	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	管渠・ポンプ場・処理場費
	
	円
24,550,875,485 
2,587,529,930 
（本課執行） 
 21,963,345,555
（流域下水道事務所執行）
	

	内
	流域下水道維持管理費
および
流域下水道汚泥処理維持管理費
	流域下水道及び下水汚泥処理施設の維持管理及び運営を行うものである。
	21,857,571,043 
108,346,069
（本課執行） 
 21,749,224,974
（流域下水道事務所執行）
	

	
	流域下水道維持操作事務補助金
	大阪府の流域下水道は平成20年度に一元化され、建設・維持管理とも大阪府で　行うこととなったが、猪名川流域については、従来どおり豊中市が維持管理を行っている。府は流域下水道の管理者として適正な維持管理が行われるように豊中市の維持操作事務のうち、雨水排除事務費に対し4.5/10以内、水質管理事務費、高度処理事務費に　対し1/2以内、環境対策事務に対し1/4以内の府費補助を行うものである。
	48,265,000
（本課執行）
	大阪府
流域下水道　維持操作事務府費補助金交付要綱


	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	固定資産購入費　　
	
	　　円
50,856,169
（流域下水道事務所執行）
	

	内
	維持管理分
	下水道事業に係る備品購入等のため、執行した。
	　　10,637,101
（流域下水道事務所執行）
	


	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	売電事業費用　
	都市インフラを活用した新エネルギー政策の推進事業として、下水処理場への電力供給を行うため、民間事業者からのリースにより、太陽光発電事業を実施するものである。
	　　　円　
　4,663,468 
15,400 
（本課執行） 
 4,648,068
（流域下水道事務所執行）
	

	リース資産購入費
	
	337,073,313 
（流域下水道事務所執行）
	


	科　　目
	執　行　状　況
	執　行　済　額
	根拠法令

	流域下水道
建設事業費　　
	
	　　円
13,587,153,406
5,448,000 
（本課執行） 
 13,581,705,406
（流域下水道事務所執行）
	

	内
	PCB廃棄物適正
処理対策事業
	流域下水道施設で保管・使用しているPCB廃棄物の適正な処理のための対策を行うものである。
	　　18,975,384
（流域下水道事務所執行）
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		流域名 リュウイキメイ						事業名 ジギョウメイ						事業費 ジギョウヒ

				猪名川 イナガワ						公共関連単独				828,360

										単独施行施設				0

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				32,710,000

				安威川 アイカワ						単独施行施設				0

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				71,100,000

				淀川右岸 ヨドガワウガン						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				2,505,600

										単独施行施設				18,109,228

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				64,940,000

				淀川左岸 ヨドガワサガン						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				10,322,112

										単独施行施設				0

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				80,000,000

				寝屋川北部 ネヤガワホクブ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				142,155

										単独施行施設				6,796,440

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				50,499,720

										受託（単公） ジュタクタンコウ				0

				寝屋川南部 ネヤガワナンブ						単独施行施設				0

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				60,999,480

				大和川下流西部 ヤマトガワカリュウセイブ						単独施行施設				1,214,640

										単独施行施設（改築更新）				0

										受託 ジュタク				216,000

										受託（松原市） ジュタクマツバラシ				0

				大和川下流東部 ヤマトガワカリュウトウブ						単独施行施設				1,214,640

										単独施行施設（改築更新）				19,944,360

				大和川下流南部 ヤマトガワカリュウナンブ						単独施行施設 タンドクセコウシセツ				399,240

				南大阪湾岸北部 ミナミオオサカワンガンホクブ						単独施行施設				1,479,240

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				13,551,840

										受託 ジュタク				20,696,040

				南大阪湾岸中部 ミナミオオサカワンガンチュウブ						単独施行施設				5,806,800

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				5,228,280

				南大阪湾岸南部 ミナミオオサカワンガンナンブ						単独施行施設				399,240

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				54,344,520

				全流域 ゼンリュウイキ						単独施行施設				5,251,835

										受託 ジュタク				196,165

				計 ケイ										528,895,935

				内訳 ウチワケ						公共関連単独 コウキョウカンレンタンドク				13,798,227

										単独施行施設 タンドクセコウシセツ				40,671,303

										単独施行施設（改築更新） タンドクセコウシセツカイチクコウシン				453,318,200

										受託 ジュタク				21,108,205






